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第72期決算公告                             滝沢ハム株式会社 
（2022年６月24日）                                            代表取締役社長 中 江 一 雄 

 

 

連 結 貸 借 対 照 表 
 

 

（2022年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科       目 金   額 科       目 金   額 

流 動 資 産 6,741,336 流 動 負 債 6,795,047 

現 金 及 び 預 金 2,363,482 買 掛 金 2,423,429 

売 掛 金 2,750,792 短 期 借 入 金 2,829,109 

商 品 及 び 製 品 1,109,397 １ 年 内 償 還 社 債 40,000 

仕 掛 品 216,343 リ ー ス 債 務 493,505 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 244,114 未 払 金 467,670 

そ の 他 57,476 未 払 法 人 税 等 60,002 

貸 倒 引 当 金 △271 賞 与 引 当 金 113,353 

固 定 資 産 6,742,766 役 員 賞 与 引 当 金 7,519 

有 形 固 定 資 産 4,938,002 そ の 他 360,457 

建 物 及 び 構 築 物 1,669,431 固 定 負 債 2,852,732 

機械装置及び運搬具 305,825 社 債 200,000 

工具、器具及び備品 98,046 長 期 借 入 金 1,205,782 

土 地 1,633,539 リ ー ス 債 務 869,563 

リ ー ス 資 産 1,231,159 繰 延 税 金 負 債 102,157 

無 形 固 定 資 産 71,609 執行役員退職慰労引当金 7,617 

ソ フ ト ウ エ ア 63,282 退職給付に係る負債 330,633 

そ の 他 8,326 そ の 他 136,978 

投 資 そ の 他 の 資 産 1,733,155 負  債  合  計 9,647,779 

投 資 有 価 証 券 1,482,912 純  資  産  の  部 

退職給付に係る資産 20,186 株 主 資 本 3,423,657 

そ の 他 233,705 資 本 金 1,080,500 

貸 倒 引 当 金 △3,649 資 本 剰 余 金 684,424 

  利 益 剰 余 金 1,663,532 

  自 己 株 式 △4,799 

  その他の包括利益累計額 412,665 

  その他有価証券評価差額金 408,895 

  退職給付に係る調整累計額 3,770 

  純  資  産  合  計 3,836,323 

資 産 合 計 13,484,102 負債・純資産合計 13,484,102 
 
 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 
   

    

（ 2021 2022 
年 
年 

４ 
３ 

月 
月 

１ 
31 

日 
日 
から 
まで ） 

（単位：千円） 
 

科        目 金      額 

売 上 高  29,477,441 

売 上 原 価  25,183,306 

売 上 総 利 益  4,294,134 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,186,843 

営 業 利 益  107,290 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 179  

受 取 配 当 金 29,672  

補 助 金 収 入 42,027  

受 取 賃 貸 料 30,413  

そ の 他 20,897 123,189 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 45,872  

そ の 他 10,682 56,554 

経 常 利 益  173,926 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 11,636  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 69,158 80,795 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 14,562  

減 損 損 失 7,402 21,965 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  232,756 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 50,143  

法 人 税 等 調 整 額 7,822 57,966 

当 期 純 利 益  174,789 

親会社株主に帰属する当期純利益  174,789 
 
 

 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
   

    

（ 2021 2022 
年 
年 

４ 
３ 

月 
月 

１ 
31 

日 
日 
から 
まで ） 

（単位：千円） 
 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 1,080,500 684,424 1,519,546 △4,799 3,279,671 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当   △30,804  △30,804 

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 

  174,789  174,789 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

     

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 143,985 ― 143,985 

当 期 末 残 高 1,080,500 684,424 1,663,532 △4,799 3,423,657 

 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当 期 首 残 高 437,440 △6,767 430,673 3,710,345 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当    △30,804 

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 

   174,789 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

△28,545 10,537 △18,007 △18,007 

当 期 変 動 額 合 計 △28,545 10,537 △18,007 125,977 

当 期 末 残 高 408,895 3,770 412,665 3,836,323 
 

 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 注 記 表 
 

 

 

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
 

（1）連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

 連結子会社の数………２社 

主要な連結子会社の名称……㈱ワールドフードサービス 

② 非連結子会社の状況 

 該当する子会社はありません。 

（2）持分法の適用に関する事項 

 関連会社はありません。 

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日は、いずれも３月末日であり、連結決算日と同一であります。 

（4）会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価基準及び評価方法 

 そ の 他 有 価 証 券   
 

 市場価格のない株式等以外のもの 

 

… 時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

 市 場 価 格 の な い 株 式 等 … 主として移動平均法による原価法 

  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお

ります。ただし、肥育牛については、個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）によっております。 
 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 有形固定資産 

(リース資産を除く) 

……… 定率法によっております。 

 ただし、1998年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物及び構築物     ４年～47年 

 機械装置及び運搬具   ３年～15年 

 

 

無形固定資産 

(リース資産を除く) 

……… 

 

定額法によっております。 

 なお、主な償却年数は次のとおりであります。 

ソフトウエア（自社利用分）５年（社内における利用可能期間） 

 リ ー ス 資 産 ……… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法に

よっております。 
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③ 重要な引当金の計上の方法 

 貸 倒 引 当 金 …… 債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しております。 

 賞 与 引 当 金 …… 従業員賞与の支払に備え、支給見込額のうち当連結会計年度負担分

を計上しております。 

 役員賞与引当金 …… 役員賞与の支払に備え、支給見込額のうち当連結会計年度負担分を

計上しております。 

 執 行 役 員 退 職 

慰 労 引 当 金 

…… 執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末要支給

額を計上しております。 

④ 繰延資産の処理方法 

 社 債 発 行 費 …… 支出時に全額費用処理しております。 

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法 

  退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。 

  数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（9年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。 

⑥ 収益及び費用の計上基準 

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する 

ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 

ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する 

収益及び費用の計上基準 

当社グループは、食肉の販売並びに食肉加工品の製造及び販売を行っており、このよ

うな製品の販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲

得することから、履行義務を充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を

認識しております。ただし、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間

が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。また、一部の製品にお

ける収益について、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当

する取引については、顧客から受け取る額から仕入れ先等に支払う額を控除した純額で

収益を認識しております。 
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（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更） 

(1)「収益認識に関する会計基準」等の適用 

1.  会計方針の変更の内容及び理由 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年

度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

 これにより、売上リベート等の顧客に支払われる対価については、従来、販売費及び一般管

理費として処理する方法によっておりましたが、取引価格から減額する方法に変更しておりま

す。また、一部の商品における収益について、従来は、顧客から受け取る対価の総額で収益を

認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当す

る取引については、顧客から受け取る額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識

することとしております。 

 なお、当該会計基準等の適用については、当該会計基準第84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累

積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方

針を適用しております。 

ただし、当該会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従

前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用

しておりません。 

 また、当該会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より

前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会

計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。 

2.  連結計算書類の主な項目に対する影響額 

 従来の方法と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照表は、「流動負債」の「未払金」が

128,155千円減少し、「流動負債」の「その他」が128,155千円増加しております。当連結会計

年度の連結損益計算書は、売上高は854,278千円減少、売上原価は72,465千円減少、販売費及

び一般管理費は781,812千円減少しましたが、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する

当期純利益に影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高及び１株当たり情報に与える

影響はありません。 

3.  会計方針の変更に伴う表示方法の変更 

 前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売

掛金」は、当連結会計年度より「売掛金」に区分表示しております。 

 

(2)「時価の算定に関する会計基準」の適用 

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適

用することとしております。なお、当連結会計年度に係る連結計算書類に与える影響はありま

せん。 
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（会計上の見積りに関する注記） 

 会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、

翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりで

す。 
 
     繰延税金資産 71,806千円  繰延税金負債 173,964千円 
 
繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積

っております。当該事業計画に含まれる将来の家計の消費動向による収益予測及び、輸入原材

料や国産原材料の仕入価格などの費用予測には一定の不確実性が伴い、将来の不確実な経済状

況及び当社の経営状況の影響を受け、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌

連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性がありま

す。 

 

（追加情報） 

訴訟関連 

当社は、2019年９月17日に債務不履行に基づく建物明渡等の訴訟を受けました。当該訴訟は、

当社の直売店である「レッケルバルト栃木本店」が賃借している土地建物の一部について明け

渡しの請求を受けているもので、2022年４月26日に宇都宮地方裁判所栃木支部より、当該土地

建物について明け渡しを命ずる判決が言い渡されました。当該判決に基づき使用が見込まれな

くなった当該建物について帳簿価額を備忘価額まで減損し、減損損失として特別損失に計上し

ております。また、当該建物の取壊費用を固定資産除却損として特別損失に計上しております。 

 

2. 連結貸借対照表に関する注記 

（1） 有形固定資産の減価償却累計額 9,068,557千円 

（2）担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産  

 建 物 及 び 構 築 物  907,299千円 

 機械装置及び運搬具  97,155千円 

 土 地  1,371,969千円 

 計  2,376,423千円 

② 担保に係る債務  

 短 期 借 入 金  1,345,628千円 

 長 期 借 入 金  672,348千円 

 計  2,017,976千円 

（3）偶発債務 

  当社は、2018年11月19日にスターゼン株式会社より株式会社シンコウフーズと共同で訴訟

の提起を受けました。当該訴訟は、株式会社シンコウフーズが保有する特定加熱食肉製品の

製造方法に関する特許権（特許第5192595号）を侵害するとして、同製品の製造・販売等の差

し止め及び損害賠償請求を内容とするものであり、現在係争中であります。 

 なお、本件訴訟が当社グループの今後に与える影響につきましては、現時点で合理的に予

測することは困難であります。 
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3. 連結損益計算書に関する注記 

  減損損失に関する事項 

   減損損失の内訳 
 

場所 用途 種類 減損損失 

栃木県栃木市 事業用資産 建物 7,135千円 

栃木県那須塩原市 遊休資産 土地 267千円 
 

 当社グループは、原則として事業用資産、賃貸用資産及び遊休資産の区分にて資産のグルー

プ化を行い、事業用資産については単一の事業体を、賃貸用資産及び遊休資産については個別

資産をグルーピングの最小単位としております。連結子会社については会社単位を基準にグル

ーピングを行っております。  

 当連結会計年度において、収益性の低下した事業用資産及び遊休資産について帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額267千円を減損損失として特別損失に計上しております。 

 なお、遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額等

により評価しております。 

 また、訴訟の判決により一部直売店の建物について明け渡しを命じられております。当該判

決に基づき使用が見込まれなくなった建物について備忘価額まで減損し、当該減少額7,135千円

を減損損失として特別損失に計上しております。 

 

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

 普通株式 2,102,000株 

（2）配当に関する事項 

 当期中に行った剰余金の配当に関する事項 

 普通株式の配当に関する事項 

 ① 配当金額 30,804千円 

 ② １株当たり配当金額 15円00銭 

 ③ 基準日 2021年３月31日 

 ④ 効力発生日 2021年６月28日 

  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

本総会（第72回定時株主総会）において、次のとおり付議しております。 

 普通株式の配当に関する事項 

 ① 配当金額 41,072千円 

 ② 配当の原資 利益剰余金 

 ③ １株当たり配当金額 20円00銭 

 ④ 基準日 2022年３月31日 

 ⑤ 効力発生日 2022年６月27日 
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5. 金融商品に関する注記 

１  金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、食肉及び食肉加工品の製造販売を行うための設備投資計画に照らして、必

要な資金(主に銀行借入)を調達しております。一時的な余資は短期的な預金等に限定し、また、

運転資金は銀行等金融機関からの借入等により調達しております。なお、デリバティブ取引は

行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に取

引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。短期借入金は、主に

運転資金を目的としたものであり、また、社債、長期借入金及びファイナンス・リース取引に

係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。なお、償

還日は決算日後、最長で８年後であります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

 当社は、顧客毎の与信限度額に従い、営業債権について、営業管理部が主要な取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、顧客毎の

与信限度額に応じて、同様の管理を行っております。 

 当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借

対照表価額により表わされています。 

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

 投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、また、

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

 当社は、経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理して

おります。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

(5) 信用リスクの集中 

 当期の連結決算日現在における営業債権のうち10％が特定の大口顧客に対するものであ
ります。 
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２  金融商品の時価等に関する事項 

2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については、次のとおりであります。なお、市場価格の無い株式等は、次表には含め
ておりません((注２)を参照ください。)。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛
金、買掛金、短期借入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ
とから、注記を省略しております。 

   （単位：千円） 

区  分 連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 

投資有価証券    

    その他有価証券 1,384,087 1,384,087 ― 

資産計 1,384,087 1,384,087 ― 

（1）長期借入金 1,734,891 1,729,288 △5,602 

（2）社債 240,000 239,964 △35 

（3）リース債務 1,363,069 1,347,319 △15,750 

負債計 3,337,960 3,316,571 △21,388 
 
（注１） 有価証券に関する事項 

 投資有価証券 

その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は95,804千円であり、売却益の合計は69,158千

円であります。また、その他有価証券において、種類ごとの取得価額、連結貸借対照表計上

額及びこれらの差額については、次のとおりであります。 
    （単位：千円） 
 
 

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

連結貸借対照表計 
上額が取得原価を
超えるもの 

株式 722,441 1,313,632 591,191 

小計 722,441 1,313,632 591,191 

連結貸借対照表計 
上額が取得原価を 
超えないもの 

株式 80,440 70,454 △9,986 

小計 80,440 70,454 △9,986 

合計 802,882 1,384,087 581,205 

 
（注２） 市場価格のない株式等 

 (単位：千円) 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 98,825 

    これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。 
 
（注３） 社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額 

    （単位：千円） 

 １年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

社債 40,000 ― ― ― 200,000 

長期借入金 529,109 439,316 393,250 205,111 116,253 

リース債務 493,505 363,205 230,593 156,142 93,163 

合計 1,062,614 802,521 623,843 361,253 409,416 
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３  金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し

ております。 
 

(1) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
   （単位：千円） 

区 分 
時  価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

 その他有価証券 1,384,087 ― ― 1,384,087 

計 1,384,087 ― ― 1,384,087 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

   （単位：千円） 

区 分 
時  価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 ― 1,729,288 ― 1,729,288 

社債 ― 239,964 ― 239,964 

リース債務 ― 1,347,319 ― 1,347,319 

計 ― 3,316,571 ― 3,316,571 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

社債 

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加

味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

長期借入金及びリース債務 

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を

基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
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6. 賃貸等不動産に関する注記 

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の子会社では、栃木県その他の地域において、賃貸等不動産（土地を含む）を

有しております。 

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項 

連結貸借対照表計上額 時 価 

282,497千円 499,018千円 
 

（注１） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た金額であります。 

（注２） 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による原則的時価算定に基
づく金額であります。 

 

7. 収益認識に関する注記  

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 当連結会計年度 

食肉加工品部門 12,219,421千円 

惣菜その他加工品部門 5,198,109千円 

食肉部門 11,937,029千円 

その他部門 122,881千円 

顧客との契約から生じる収益 29,477,441千円 

その他の収益 ―千円 

外部顧客への売上高 29,477,441千円 

（注）「その他部門」は外食部門等であります。 

(2) 収益を理解するための基礎となる情報 

顧客の契約における履行義務の充足の時期、取引価格及び履行義務の配分額の算定方法つい

ては、「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等(4)会計方針に

関する事項⑥収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

8. １株当たり情報に関する注記 

（1） １株当たり純資産額 1,868円07銭 

（2） １株当たり当期純利益 85円11銭 
 
 

9. 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



―13― 

 

貸 借 対 照 表 
 

  
（2022年３月31日現在） 

（単位：千円） 
 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科       目 金   額 科       目 金   額 

流 動 資 産 6,674,479 流 動 負 債 6,769,760 

現 金 及 び 預 金 2,306,039 買 掛 金 2,419,479 

売 掛 金 2,744,056 短 期 借 入 金 2,300,000 

商 品 及 び 製 品 1,108,427 １ 年 内 償 還 社 債 40,000 

仕 掛 品 216,343 １年内返済長期借入金 517,040 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 244,114 リ ー ス 債 務 493,505 

前 払 費 用 19,837 未 払 金 464,765 

そ の 他 35,931 未 払 法 人 税 等 58,859 

貸 倒 引 当 金 △271 未 払 費 用 139,939 

固 定 資 産 6,737,211 賞 与 引 当 金 112,800 

有 形 固 定 資 産 4,915,446 役 員 賞 与 引 当 金 7,519 

建 物 1,579,196 そ の 他 215,851 

構 築 物 89,252 固 定 負 債 2,814,015 

機 械 及 び 装 置 305,353 社 債 200,000 

車 両 運 搬 具 472 長 期 借 入 金 1,165,106 

工具、器具及び備品 98,046 リ ー ス 債 務 869,563 

土 地 1,611,966 繰 延 税 金 負 債 100,503 

リ ー ス 資 産 1,231,159 退 職 給 付 引 当 金 315,037 

無 形 固 定 資 産 71,507 執行役員退職慰労引当金 7,617 

ソ フ ト ウ エ ア 63,282 債務保証損失引当金 19,210 

そ の 他 8,224 そ の 他 136,978 

投 資 そ の 他 の 資 産 1,750,257 負  債  合  計 9,583,776 

投 資 有 価 証 券 1,482,912 純  資  産  の  部 

関 係 会 社 株 式 60,193 株 主 資 本 3,419,019 

出 資 金 40,635 資 本 金 1,080,500 

関係会社長期貸付金 51,738 資 本 剰 余 金 685,424 

破 産 更 生 債 権 等 257 資 本 準 備 金 685,424 

長 期 前 払 費 用 6,410 利 益 剰 余 金 1,657,894 

そ の 他 163,503 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,657,894 

貸 倒 引 当 金 △55,392 繰 越 利 益 剰 余 金 1,657,894 

  自 己 株 式 △4,799 

  評価・換算差額等 408,895 

  その他有価証券評価差額金 408,895 

  純 資 産 合 計 3,827,914 

資 産 合 計 13,411,690 負債・純資産合計 13,411,690 
 
 

 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
 

  

（ 2021 2022 
年 
年 

４ 
３ 

月 
月 

１ 
31 

日 
日 
から 
まで ） 

（単位：千円） 
 

科        目 金      額 

売 上 高  29,354,012 

売 上 原 価  25,139,401 

売 上 総 利 益  4,214,611 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,096,174 

営 業 利 益  118,437 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,007  

受 取 配 当 金 29,667  

受 取 手 数 料 3,864  

補 助 金 等 収 入 28,385  

受 取 賃 貸 料 29,781  

そ の 他 17,362 110,068 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 45,363  

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 2,230  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △3,247  

そ の 他 9,339 53,685 

経 常 利 益  174,820 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 11,636  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 69,158 80,795 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 14,562  

減 損 損 失 7,402 21,965 

税 引 前 当 期 純 利 益  233,651 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 49,001  

法 人 税 等 調 整 額 7,822 56,823 

当 期 純 利 益  176,827 
 
 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
   

    

（ 2021 2022 
年 
年 

４ 
３ 

月 
月 

１ 
31 

日 
日 
から 
まで ） 

（単位：千円） 
 

 

株   主   資   本 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 1,080,500 685,424 685,424 1,511,871 1,511,871 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当    △30,804 △30,804 

当 期 純 利 益    176,827 176,827 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

     

当 期 変 動 額 合 計 ―   ― ― 146,022 146,022 

当 期 末 残 高 1,080,500 685,424 685,424 1,657,894 1,657,894 
 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 △4,799 3,272,996 437,440 437,440 3,710,437 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当  △30,804   △30,804 

当 期 純 利 益  176,827   176,827 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

  △28,545 △28,545 △28,545 

当 期 変 動 額 合 計 ― 146,022 △28,545 △28,545 117,477 

当 期 末 残 高 △4,799 3,419,019 408,895 408,895 3,827,914 
 
 

 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（1）資産の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式…………移動平均法による原価法 

その他有価証券 

  市場価格のない株式等以外のもの …… 時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  市場価格のない株式等 …… 主として移動平均法による原価法 

 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・原材料・仕掛品 

  …… 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 
 

 貯蔵品 …… 最終仕入原価法 

 

（2）固定資産の減価償却方法 

 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

 

…… 定率法によっております。 

 ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物      ７年～47年 

 機械及び装置  ３年～15年 

 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

…… 定額法によっております。 

 なお、主な償却年数は次のとおりであります。 

ソフトウエア（自社利用分）５年（社内における利用可能期間） 
 

 リ ー ス 資 産 …… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によ

っております。 

 

（3）引当金の計上基準 

 貸 倒 引 当 金 …… 債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しております。 

 賞 与 引 当 金 …… 従業員賞与の支払に備え、支給見込額のうち当期負担分を計上してお

ります。 

 役員賞与引当金 …… 役員賞与の支払に備え、支給見込額のうち当期負担分を計上しており

ます。 
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 退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま

す。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結

計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 執行役員退職 

慰 労 引 当 金 
…… 執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末要支給額

を計上しております。 

 債務保証損失引当金 …… 子会社の保証債務の履行に伴う損失に備えるため、各社の財産状況及

び損益状況を勘案し、損失負担見込額を計上しております。 
 

（4) 繰延資産の処理方法 

 社 債 発 行 費 …… 支出時に全額費用処理しております。 

 

（5）収益及び費用の計上基準 

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する 

ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 

ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する 

収益及び費用の計上基準 

当社は、食肉の販売並びに食肉加工品の製造及び販売を行っており、このような製品の販売

については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得することから、履行

義務を充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。ただし、

出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点

で収益を認識しております。また、一部の製品における収益について、顧客への財又はサービ

スの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕

入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。 

 

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更） 

 連結計算書類「注記事項（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）」に記載した内容と

同一であります。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業

年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 
 
   繰延税金資産 71,806千円  繰延税金負債 172,309千円 
 
 連結計算書類「注記事項（会計上の見積りに関する注記）」に記載した内容と同一でありま

す。 
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（追加情報） 

訴訟関連 

当社は、2019年９月17日に債務不履行に基づく建物明渡等の訴訟を受けました。当該訴訟は、

当社の直売店である「レッケルバルト栃木本店」が賃借している土地建物の一部について明け

渡しの請求を受けているもので、2022年４月26日に宇都宮地方裁判所栃木支部より、当該土地

建物について明け渡しを命ずる判決が言い渡されました。当該判決に基づき使用が見込まれな

くなった当該建物について帳簿価額を備忘価額まで減損し、減損損失として特別損失に計上し

ております。また、当該建物の取壊費用を固定資産除却損として特別損失に計上しております。 

 

2. 貸借対照表に関する注記 

（1）関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く） 

  短 期 金 銭 債 権 204千円 
 
（2） 有形固定資産の減価償却累計額 8,852,979千円 
 
（3） 担保に供している資産及び担保に係る債務 
 

① 担保に供している資産  

 建 物  906,644千円 

 構 築 物  654千円 

 機 械 及 び 装 置  97,155千円 

 土 地  1,371,969千円 

 計  2,376,423千円 

② 担保に係る債務  

 短 期 借 入 金  1,020,000千円 

 １年内返済長期借入金  325,628千円 

 長 期 借 入 金  672,348千円 

 計  2,017,976千円 
 
（4）保証債務 

 関係会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証を行っております。 

 ㈱ ワ ー ル ド フ ー ド サ ー ビ ス  16,980千円 
 
（5）偶発債務 

  当社は、2018年11月19日にスターゼン株式会社より株式会社シンコウフーズと共同で訴訟

の提起を受けました。当該訴訟は、株式会社シンコウフーズが保有する特定加熱食肉製品の

製造方法に関する特許権（特許第5192595号）を侵害するとして、同製品の製造・販売等の差

し止め及び損害賠償請求を内容とするものであり、現在係争中であります。 

 なお、本件訴訟が当社の今後に与える影響につきましては、現時点で合理的に予測するこ

とは困難であります。 
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3. 損益計算書に関する注記 

（1）関係会社との取引高 

営 業 取 引   

仕   入   高  51,778千円 

そ の 他 の 営 業 取 引 高  15千円 

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高  2,508千円 
 

（2）減損損失に関する事項 

   減損損失の内訳 
 

場所 用途 種類 減損損失 

栃木県栃木市 事業用資産(廃止予定) 建物 7,135千円 

栃木県那須塩原市 遊休資産 土地 267千円 
 

 当社は、原則として事業用資産、賃貸用資産及び遊休資産の区分にて資産のグループ化を行

い、事業用資産については単一の事業体を、賃貸用資産及び遊休資産については個別資産をグ

ルーピングの最小単位としております。  

 当事業年度において、遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額267

千円を減損損失として特別損失に計上しております。 

 なお、遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額等

により評価しております。 

 また、訴訟の判決により一部直売店の建物について明け渡しを命じられております。当該判

決に基づき使用が見込まれなくなった建物について、備忘価額まで減額し、当該減少額7,135千

円を減損損失として特別損失に計上しております。 
 

4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

  当期末における自己株式の数 

 普通株式 48,369株 
 
5. 税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

 税務上の繰越欠損金  1,664千円 

 退職給付引当金  95,420千円 

 賞与引当金  34,404千円 

 未払事業税  8,915千円 

 貸倒引当金  16,979千円 

 その他  108,012千円 

繰延税金資産小計  265,395千円 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額  △1,664千円 

 将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額  △191,925千円 

評価性引当額小計  △193,589千円 

繰延税金資産計  71,806千円 

   

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金  △172,309千円 

繰延税金負債計  △172,309千円 

繰延税金負債の純額  △100,503千円 
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6. 関連当事者との取引に関する注記 

（1）親会社及び法人主要株主等 
 

種類 
会社等 
の名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 

（百万円） 

事業の 
内 容 

議決権 
等の被 
所有割 
合(％) 

関係内容 
取引の 
内 容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

法人主 
要株主 

伊藤忠
商事㈱ 

東京都
港 区 

253,448 
総 合 
商 社 

直接 
15.3 

― 

― 
製品の
販売 

147,910 売掛金 17,870 

原料・
商品の

仕入 

原料・
商品の

購入 
1,163,441 買掛金 146,388 

法人主
要株主
の子会
社 

プリマ 

ハム㈱ 
東京都
品川区 

7,908 
食品の製
造・販売
会社 

― ― 

― 
製品の
販売 

1,160,517 売掛金 107,685 

原料・
商品の
仕入 

原料・
商品の
仕入 

1,056,248 買掛金 160,411 

 

（注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含んでおりません。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
1. 製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。 
2. 原料・商品の仕入については、伊藤忠商事㈱及びプリマハム㈱以外からも複数の見積りを入手し、

市場の実勢価格を勘案して発注先及び価格を決定しております。 
 

（2）子会社及び関連会社等 
 

種類 
会社等 
の名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
（千円） 

事業の 
内 容 

議決権 
等の 
所有割 
合(％) 

関係内容 
取引の 
内 容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

子会社 

㈱ワー 
ルドフ 
ードサ 
ービス 

宮城県 
角田市 

20,000 飲食業 
直接 
100.0 

兼任 
１人 

― 

資金の 
貸付 

― 
関係会 
社長期 
貸付金 

51,738 

貸倒引 
当金の 
繰入 

△3,247 
貸倒引 
当金 

51,738 

債務保
証損失
引当金
の繰入 

1,210 
債務保
証損失
引当金 

19,210 

債務保 
証 

16,980 ― ― 
 

（注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含んでおりません。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
1. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。 
2. 債務保証については、金融機関からの借入れにつき、保証を行っているものであり、市場金利等を

考慮した合理的な保証料を受領しておりますが、担保提供は受けておりません。 
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（3）役員及び個人主要株主等 
 

種類 

氏 名 
又は 
会社等 
の名称 

住
所 

資本金 
又は 
出資金 
(百万円) 

職 業 
又は 
事業の 
内 容 

議決権 
等の被 
所有割 
合(％) 

関係内容 
取引の 
内 容 

取引 
金額 

（千円） 
科目 

期末 
残高 

（千円） 
役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

役員 中江一雄 ― ― 
当社代 
表取締 
役社長 

直接 
0.2 

― ― 
会員権
の譲受 

10,000 

会員権 4,350 

差入保 
証金 

1,300 

建物 3,743 

土地 523 
  

（注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含んでおりません。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

会員権の譲受については、市場の実勢価格を勘案して決定しております。 
 

7. １株当たり情報に関する注記 

（1） １株当たり純資産額 1,863円97銭 

（2） １株当たり当期純利益 86円10銭 
 

8. 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 

 
 

 


